
介護職員処遇改善加算について

1 報 酬改定に伴う区分の創設について

(1)概要

2015年度 (平成 27年度)の 報酬改定に伴い,介 護職員の処遇改善が後退しないよう

現行の加算の仕組みは維持しつつ,更 なる資質向上の取組,雇 用管理の改善,労 働環境

の改善の取組を進める事業所を対象とし,更なる上乗せ評価を行うための区分が創設さ

れます。

(2)算定区分と算定要件

新たな区分の創設に伴い,以 下のように要件と区分が変更になります。
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※社会保障審議会介護給付費分科会 (H2726)資 料から抜粋

(3)留意事項

当該加算は,介護職員の安定的確保と資質の向上を図るためのものです。加算の趣旨

を踏まえ,適 切な運用に取り組んでください。
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※社会保障審議会介護給付費分科会 (H27.2.6)資 料から抜粋

※ 算 定要件等

(1) 介 護職員処遇改善加算 (1) 次 に掲げる基準のいすれにも適含すること。

① 介 護職員の賃金 (退職手当を除く。)の 改善 (以下 「賃金改善」としヽう。)に 要する費用の

見込額が介護職員処遇改善加算の算定見込額を上回る賃金改善に関する計画を策定し、当該計

画に基づさ適切な措置を講じてしヽること。

② 指 定事業所におしヽて、①の賃金改善に関する計画、当該計画に係る実施期間及び実施方法そ

の他の介護職員の処遇改善の計画等を記載した介護職員処遇改善計画書を作成し、全ての介護

職員に周矢日し、都道府県矢□事 (地力自治法 (昭不□三十三年法律第六十七暑)第 二百五十二条の

十九第一項の指定都市 (以下 「指定都市」としヽう。)及 び同法第二百五十三条の三十二第一頂

の中核市 (以下 「中核市」という。)に あっては、指定都市又は中核市の市長。第三十五暑及

び第六十五暑を除き、以下同じ。)に 届け出てしヽること。

③ 介 護職員処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。

④ 当 該指定事業所において、事業年度ごとに介護職員の処遇改善に関する実績を都道府県矢□

事に報告すること。

⑤ 算 定日が属する月の前十二月間において、労働基準法 (昭不B三十三年法律第四十九暑)、

労働者災書補償保険法 (3召不□三十二年法律第五十暑)、 最低賃金法 (昭不□三十四年法律第百

三十七暑)、 労働安全衛生法 (昭不□四十七年法律第五十七暑)、 雇用保険法 (3召不B四十九年

法律第百十六暑)そ の他の労働に関する法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていなしヽこ

と。

⑥ 当 該指定事業所において、労働保険料 (労働保険の保険料の徴収等に関する法律 (昭和四

十四年法律第八十四暑)第 十条第二頂に規定する労働保険料をいう。以下同じ。)の 納付が

適正に行われてしヽること。

② 次 に掲げる基準のしヽすれにも適合すること。

(―)介 護職員の任用の際における職貢又は職務内容等の要件 (介護職員の賃金に関するも

のを含む。)を 定めていること。

(三)(一 )の 要件につしヽて書面をもって作成し、全ての介護職員に周矢□していること。

(三)介 護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実施叉

は研1多の機会を確保していること。

(四)(三 )に ついて、全ての介護職員に周知していること。

③ 平 成二十七年四月から②の届出の国の属する月の前月までに実施した介護職員の処遇改善

の内容 (賃金改善に関するものを除く。)及 び当該介護職員の処遇改善に要した費用を全て

の職員に周矢□してしヽること。

(2) 介 護職員処遇改善加算 (I) 次 に掲げる基準のしヽすれにも適合すること。

①  (1)① から⑥までに掲げる基準に適含すること。



② 次 に掲げる基準のしヽすれかに適含すること。

(―) 次 に掲げる要件の全てに適含すること。

a 介 護職員の任用の際における職蓑叉は職務内容等の要件 (介護職員の賃金に関する

ものを含む。)を 定めていること。

b aの 要件につしヽて書面をもって作成し、全ての介護職員に周矢□してしヽること。

(三) 次 に掲げる要件の全てに適含すること。

a 介 護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実施叉

は研1グの機会を確保していること。

b aに つしヽて、全ての介護職員に周矢日していること。

③ 平 成二十年十月から (1)② の届出の日の属する月の前月までに実施した介護職員の処遇

改善の内容 (隻金改善に関するものを除く。)及 び当該介護職員の処遇改善に要した費用を

全ての職員に周矢□してしヽること。

(3)介 護職員処遇改善加算 (皿) (1)① から⑥までに掲げる基準のいすれにも適含し、かつ (2)

②又は③に掲げる基準のしヽすれかに適合すること。

(4) 介 護職員処遇改善加算 (Ⅳ) (1)① から⑥までに掲げる基準のしヽすれにも適合すること。



<サ ービス届」加算率>(介 護職員処遇改善カロ算)

※  (皿 )は (正)の 90%、 (Ⅳ)は (正)の 80%を 算定

(介護予防)訪 問香護((介 護予防)訪 問リハビリテーション、(介護予防)居 宅

療養管理指導、(介護予防)福 祉用具貸与、特定 (介護予防)福 祉用具販売、居宅

介護支援、介護予防支援につしヽては加算算定対象外。

サービス カロ算筆 (I) カロ第二(正)

(介護予防)訪 間介護 8.6°/。 4,8%

(介護予防)訪 間入浴介護 3.4°/。 1.9%

(介護予防)通 所介護 4.〇% 2.2%

(介護予防)通 所リハビリテーション 3.4% 1.9%

(介護予防)短 期入所生活介護 5。9°/O 3.3%

(介護予防)短 期入所療董介護 (老健) 2,7% 1,5%

(介護予防)短 期入所療養介護 (病院等) 2.O°/O 1.1°/O

(介護予防)特 定施設入居者生活介護 6.1°/O 3,4%

介護老人福祉施設 5.9% 3,3°/O

介護老人保健施設 2,7°/。 1.5%

介護療養型医療施設 2.O°/O 1.1%

定期巡回 ・随8き対応型言お問介護香護 8,6% 4.8%

夜間対応型訪間介護 8,6% 4.8°/。

(介護予防)認 知症対応型通所介護 6.8% 3.8°/。

(介護予防)」 規ヽ模多機能型居宅介護 7.6% 4.2%

(介護予防)認 矢□症対応型共同生活介護 8.3% 4.6°/。

地域密着型特定施設入居者生活介護 6。1°/O 3,4°/。

地域密着型介護老人福祉施設 5,9% 3,3%

複含型サービス (香護小規模多機能型居宅介護) 7.6% 4.2°/。



2 2014年 度 (平成 26年度)介 護職員処遇改善実績報告書について

今年度,介 護職員処遇改善加算を算定した事業所 口施設は,2015年 (平成 27年 )7月

末日までに,「介護職員処遇改善実績報告書」を作成し,各指定権者へ提出してください。

当該報告書の提出がない場合は,不正請求として全額返還となりますのでご注意ください。

なお,当 該報告書は少なくとも2年間保存してください。

実績報告書の様式及び記載例を福山市ホームページに掲載していますので,実績報告書

の作成の参考としてください。

≪2014年度 (平成 26年度)介 護職員処遇改善実績報告書における主な確認事項≫

(1)介 護職員処遇改善加算総額については,2014年 (平成 26年)4月 から2015年 (平

成 27年)3月 までの介護サービスに対する加算受給総額を記載する。

O区 分支給限度基準額を超えたサービスに係る加算額については,内訳が分かるよ

うに記載してください (網掛け部分)。

(例)

① 12014年 度 (平成 26年 度)分 介護職員処遇改善加算総額
1,000,000円

(1内10110001問〕

○法人一括で計画を作成し,介 護職員処遇改善加算を他都道府県の事業所 口施設ヘ

充当等する場合,当 該充当額を反映させた額を記載してください。

(例)広 島県の事業所 ・施設の加算総額が 1,000,000円で,岡 山県の事業所 ・施設

へ 50,000円充当する場合

① 12014年 度 (平成 26年 度)分 介護職員処遇改善加算総額 1   950,000円

O月 遅れ請求により2015年 (平成 27年)5月 以降に報酬請求するものは,2015年

度 (平成 27年度)分 の介護職員処遇改善加算総額に含めてください。

(2)賃 金改善実施期間は,介 護職員へ賃金改善を行つた連続した 12ヶ月間を記載しま

す (算定期間が 1年 未満の場合,賃 金改善実施期間は加算の算定月数と同じ月数

となります)。原則,先 に提出した 「介護職員処遇改善計画書」に記入した 「賃金

改善実施期間」と同じ期間となりますが,期 間が変更となる場合は,変 更届を提

出してください。

(3)介 護職員常勤換算数は,賃 金改善実施期間における総数を記載します。賃金改善

実施期間が,2014年 (平成 26年)4月 から2015年 (平成 27年)3月 までの場合

は,当 該期間中の総数となります。



(例)常 勤職員が毎月 10人従事する場合 10(人)X12(月)=120(人)

(4)賃 金改善の概要について,職員の増員や研修参加費は,賃金改善に含まれません。

賃金改善項目については,金 額の明示をお願いします。

また,賃 金改善額が一律でない場合は,必 ず積算資料の提出をお願いします。

(例)夜 勤手当 (一回あたり)2,000円

賞与 (常動換算あたり)50,000円 ※ 積算資料の添付が必要です。




